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第一種使用規程承認申請書 
 

平成 23 年 6 月 17 日 
農林水産大臣 鹿野 道彦 殿 
環境大臣  松本 龍 殿 
 
   

 氏名 日本モンサント株式会社           
申請者       代表取締役社長 山根 精一郎 印  

 住所 東京都中央区銀座四丁目 10 番 10 号 
 
 
 第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規制

による生物の多様性の確保に関する法律第 4 条第 2 項の規定により、次のとおり申請

します。 
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遺伝子組換え生物

等の種類の名称 
除草剤グリホサート誘発性雄性不稔及び除草剤グリホサー

ト耐性トウモロコシ 
(改変 cp4 epsps, Zea mays subsp. mays (L.) Iltis)  
(MON87427, OECD UI: MON-87427-7) 

遺伝子組換え生物

等の第一種使用等

の内容 

食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、

運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為 

遺伝子組換え生物

等の第一種使用等

の方法 

－ 
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生物多様性影響評価書 
 
第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 
 

1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 5 
 

(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 
 
①  和名、英名及び学名 

 10 
和名：イネ科 トウモロコシ属 トウモロコシ 
英名：corn, maize 
学名：Zea mays subsp. mays (L.) Iltis 

 
②  宿主の品種名又は系統名 15 

 
遺伝子導入に用いた宿主の品種名は【社外秘につき非開示】× HiII である。 

 
③  国内及び国外の自然環境における自生地域 

 20 
原産地については決定的な説はなく、米国の南西部、メキシコ、中米及び

南米にかけての複数地域がそれぞれ独立した起源であるとする説と、メキシ

コ南部単独を起源とする説がある (OECD, 2003)。なお、わが国における自然

分布の報告はない。 
 25 

(2) 使用等の歴史及び現状 
 
①  国内及び国外における第一種使用等の歴史 

 
トウモロコシの栽培起源は今から 9,000 年前とされている (OECD, 2003)。30 

その後、人類の手により育種、品種改良が行われ、紀元前 1500 年~200 年頃

には、現代の栽培型に近いトウモロコシが出現し、メキシコ、メソアメリカ

の地から南北アメリカ大陸の各地に伝播した。長い栽培の歴史の中でフリン

ト、デント、ポップ、スイート種などの多数の変異種が生じたと考えられて

いる。わが国へは天正 7 年 (1579 年) に長崎か四国に伝来したのが最初であ35 
るとされ、栽培の歴史は長い (菊池, 1987)。 
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②  主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 

 
現在、飼料としての利用が主流であるが、食用、食用油、澱粉などの食品

としての用途も多岐にわたる (OECD, 2003; 菊池, 1987)。現在、トウモロコシ5 
は世界で最も広く栽培されている穀物で、米国、中国、ブラジル、アルゼン

チン及びヨーロッパ諸国などを中心に、北緯 58 度から南緯 40 度に至る範囲

で栽培可能である (OECD, 2003; 丸山, 1981)。 
 
国連食糧農業機関 (FAO) の統計情報に基づくと、2009 年における全世界10 

のトウモロコシの栽培面積は約 1 億 4,000 万 ha であり、上位国を挙げると米

国が 3,246 万 ha、中国が 3,048 万 ha、ブラジルが 1,379 万 ha、インドが 840
万 ha、メキシコが 720 万 ha、インドネシアが 425 万 ha、フィリピンが 268 万

ha となっている (FAOSTAT, 2010)。 
 15 
現在、わが国で栽培されているトウモロコシは、統計上の分類では、飼料

用青刈りデントコーンと生食用スイートコーンがあり、2010 年の青刈りデン

トコーンの作付面積は約 9 万 2,200 ha で、収穫量は約 464 万トンであり(農林

水産省, 2011)、2009 年のスイートコーンの作付面積は約 2 万 5,500 ha で、収

穫量は約 23 万 5,900 トンである (農林水産省, 2010)。 20 
 
わが国は 2010 年に海外から約 1,618 万トンのトウモロコシを飼料用、食

品・工業用、そして栽培用として輸入している。その内訳は、飼料用として

約 1,132 万トン、食品・工業用として約 486 万トン、そして栽培用として約

2,407 トンである。なお、栽培用トウモロコシのわが国への輸入量で上位 3 ヵ25 
国を挙げると、フランスが 941 トン、ニュージーランドが 339 トン、チリが

301 トンとなっている (財務省, 2011)。 
 
わが国での飼料用トウモロコシの慣行栽培法は以下のとおりである。北海

道から九州に至る慣行播種期は、4 月中~下旬から 5 月中~下旬が最も多い。30 
適正栽植密度は 10 a 当たり 6,000~8,000 本である。中耕、除草、土寄せは一連

の作業で行い、生育初期に 2~3 回行う。収穫期は 9 月下旬から 10 月下旬で、

関東や西南暖地ではやや早く、北海道や東北、東山ではやや遅い (瀧澤, 1981)。 
 
なお、国内主要種苗メーカーの品種リストに基づくと、現在、栽培用とし35 

て市販されているトウモロコシのほとんどは一代雑種品種 (F1) であるため、
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収穫種子が翌年に栽培用として播種されることは一般的でない。 
 

(3) 生理学的及び生態学的特性 
 
イ 基本的特性 5 

 
― 

 
ロ 生息又は生育可能な環境の条件 

 10 
トウモロコシ種子の発芽の最低温度は 10~11oC、最適温度は 33oC とされて

いる。実際に播種されるのは 13~14oC 以上である (中村, 2001a)。品種や地域

によって栽培時期は多少異なるが、トウモロコシは主に春に播種されて秋に

収穫される一年生の作物である (菊池, 1987; 瀧澤, 1981)。また、トウモロコ

シはもともと短日植物であり、その感光性は晩生種ほど敏感で、早生種ほど15 
鈍感である (柿本ら, 2001)。これら温度条件等の他、トウモロコシは吸水によ

り種子重が乾燥重の 1.6 ~ 2.0 倍になったときに幼根 (初生根または種子根) 
が抽出し、子実発芽となる (戸澤, 2005)。また、トウモロコシの栽培には腐植

に富む土壌が適し、pH5.5~8.0 の範囲で栽培可能である (千葉, 1980)。 
 20 

現在のトウモロコシは長期の栽培作物化により作られた作物であるため、

自然条件下における自生能力を失っている (OECD, 2003)。 
 
ハ 捕食性又は寄生性 

 25 
― 

 
ニ 繁殖又は増殖の様式 

 
① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 30 

 
完熟した種子は雌穂の苞皮で覆われており、脱粒性はない。トウモロコシ

は長い間栽培植物として利用されてきた過程で、自然条件下における自生能

力を失っており、その種子を分散させるためには人間の仲介が必要である

(OECD, 2003)。種子の休眠性は知られていない。また、収穫時に雌穂又は種35 
子が地上に落下しても、土壌温度が 10oC に達し、適度な水分条件を伴うまで
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発芽しないため、その多くが自然状態では腐敗し枯死する (菊池, 1987; 中村, 
2001a)。また、トウモロコシは仮に発芽しても、生長点が地上に出た後、6~8
時間以上 0oC 以下の外気にさらされると生存できない (OECD, 2003)。子実の

活力を 6~8 年保存するには、子実水分 12%、温度 10oC、相対湿度 55%以内に

保つことが必要である (OECD, 2003; 中村, 2001a)。 5 
 
② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器

官からの出芽特性 
 

トウモロコシは栄養繁殖せず、種子繁殖する。自然条件において植物体を10 
再生しうる組織又は器官からの出芽特性があるという報告はこれまでのとこ

ろない。 
 
③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及び

アポミクシスを生じる特性を有する場合はその程度 15 
 

トウモロコシは雌雄同株植物の一年生作物で、典型的な風媒花であり、

95~99%は他家受粉によって作られた種子により繁殖するが、自家受粉も可能

である (OECD, 2003; 千藤, 2001; 農学大辞典編集委員会, 1987)。トウモロコ

シと交雑可能なのは、同じ Z. mays 種に含まれ Z. mays subsp. mays (L.) Iltis の20 
亜種として分類される一年生のテオシント (Z. mays subsp. mexicana) 及び

Tripsacum 属である。トウモロコシとテオシントは近接している場合に自由に

交雑するが、Tripsacum 属との交雑は非常に稀である (OECD, 2003)。テオシ

ントの分布地域はメキシコからグァテマラにかけてであり、Tripsacum 属の分

布地域は北アメリカ東南部、コロンビアからボリビアにかけてのアンデス東25 
側の低地、この属の中心地と考えられるメキシコ、グァテマラに大きく三分

されている (柿本, 1981)。わが国では、テオシント及び Tripsacum 属の野生種

は報告されていない。 
 

④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 30 
 

トウモロコシの 1 本の雄穂には 1,200~2,000 個の小穂があり、1,600 万~3,000
万個の花粉粒を形成する (柿本ら, 2001; 中村, 2001b)。花粉の寿命は盛夏のほ

場条件下では 24 時間以内であるが、環境により大きく異なる (中村, 2001b)。
花粉の 1 粒当たりの重量は約 3.4×10-7 g であり (松井ら, 2003)、球形で直径は35 
90~100 μm である (Raynor et al., 1972)。トウモロコシは風媒による受粉が主で



 7 

あり、雄穂の開花によって飛散した花粉は、雌穂から抽出した絹糸に付着し

て発芽し、24 時間以内に受精を完了する (OECD, 2003)。また、トウモロコシ

の花粉は風により飛散するが、隔離距離は、林、高層建築物などの遮蔽物の

有無などにより異なり、200~400m とされている (千藤, 2001)。 
 5 

ホ 病原性 
 

― 
 
ヘ 有害物質の産生性 10 

 
トウモロコシにおいて、自然条件下で周囲の野生動植物等の生育又は生息

に影響を及ぼす有害物質の産生は報告されていない。 
 

ト その他の情報 15 
 

トウモロコシは 1579 年にわが国に導入されて以来、長期間の使用経験があ

るが、これまでトウモロコシが自然条件下で自生した例は報告されていない。 
 

2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 20 
 

モンサント・カンパニーは、育種現場でのハイブリッド種子生産をより効

率的に行うことを目的として、除草剤グリホサート誘発性雄性不稔及び除草

剤グリホサート耐性トウモロコシ MON87427 (改変 cp4 epsps, Zea mays subsp. 
mays (L.) Iltis) (MON87427, OECD UI: MON-87427-7) (以下、「本組換えトウモ25 
ロコシ」という) を開発した。 

 
本組換えトウモロコシには、改変 cp4 epsps 遺伝子が導入されている。この

改変 cp4 epsps 遺伝子は e35S プロモーターと hsp70 イントロンの組合せ 
(e35S-hsp70) によって制御されているため、本組換えトウモロコシ中の改変30 
CP4 EPSPS 蛋白質は組織特異的な発現様式を示す (表 3, p24; 別添資料 2 の

Table 1, p17, Table 2, p18 及び Table 3, p19)。本組換えトウモロコシの改変 CP4 
EPSPS 蛋白質は、雄性生殖組織であるタペート細胞及び小胞子においては発

現しないか、発現しても微量であるのに対し (別添資料 1 の Figure 1, p3)、栄

養組織及び雌性生殖組織においては除草剤グリホサート耐性を付与するのに35 
十分な量を発現している (表 3, p24; 別添資料 2 の Table 1, p17, Table 2, p18
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及び Table 3, p19)。なお、タペート細胞は花粉完成終期まで小胞子及び花粉に

養分を供給し (Goldberg et al., 1993; Huang et al., 2009)、小胞子は細胞分裂を行

い花粉となる。また、一般的にタペート細胞を破壊することにより花粉が不

稔になることが知られている (Goldberg et al., 1993)。 
上述のように、本組換えトウモロコシのタペート細胞及び小胞子では改変5 

CP4 EPSPS 蛋白質は発現しないか或いは発現しても微量であるため、除草剤

グリホサートを本組換えトウモロコシの雄穂形成初期に 2 回、8 葉期 (V8) 頃
から 13 葉期 (V13) 頃にかけて散布すると、改変 CP4 EPSPS 蛋白質の発現が

ないか或いは微量であるタペート細胞及び小胞子の活動が阻害されることに

より、稔性を有する花粉の形成が阻害される (表 4, p27; 表 5, p29; 図 5, p27)。10 
通常、雄穂は 8 葉期 (V8) 頃から 13 葉期 (V13) 頃にかけて発達する。しか

し、ほ場においては環境要因によりトウモロコシの生育段階にずれが生じる

ことがある。そのため、全てのトウモロコシ個体において、タペート細胞及

び小胞子が発達する時期に除草剤グリホサートが確実に散布されるように、8
葉期 (V8) 頃から 13 葉期 (V13) 頃にかけて、2 回の散布を推奨している。ま15 
た、本組換えトウモロコシの栄養組織及び雌性生殖組織は改変 CP4 EPSPS 蛋

白質を発現しているため (表 3, p24; 別添資料 2 の Table 1, p17, Table 2, p18
及び Table 3, p19)、これらの組織が除草剤グリホサート散布の影響を受けるこ

とはない。この本組換えトウモロコシ特有の除草剤グリホサート耐性能を利

用することにより、図 1 (p9) に示すように本組換えトウモロコシからハイブ20 
リッド品種の種子を効率的に生産することが可能となる。 

 
育種現場でハイブリッド種子を生産する際の問題点の 1 つは、種子親の雄

花が花粉親の雄花と同時期に花粉を産生することであり、この条件下で花粉

親と種子親を確実に交配させるためには、種子親の花粉を取り除く必要があ25 
る。 

一般的に、種子親の花粉を取り除くための方法としては、種子親の雄穂を

除去する除雄が挙げられる。しかし、従来の除雄作業の場合、純度の高いハ

イブリッド種子を生産するには、その作業を短時間で行わなければならない。

そのうえ、除雄作業には多くの人手が必要である。さらに、確実に目的のハ30 
イブリッド種子を生産するためには複数回に渡って観察及び除雄作業を行な

わなければならず、多大な労働力が必要である。 
ハイブリッド種子を生産するためのもう 1 つの方法としては、細胞質雄性

不稔技術の利用が挙げられる。しかし、種子親に雄性不稔を付与するには育

種的に多大な労力が必要となり、雄性不稔の遺伝子と環境条件によっては、35 
雄性不稔性の発現にばらつきがみられるため、結果的に除雄操作が必要とな
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る場合がある。さらに、雄性不稔を付与できるトウモロコシ品種の範囲も限

られている。 
 
本組換えトウモロコシをハイブリッド種子の生産方法として使用する利点

は、上述した従来の方法と比較して、労働力の軽減、純度の高いハイブリッ5 
ド種子の生産、環境要因の影響を受けにくいことなどが挙げられ、より効率

的なハイブリッド種子生産が可能となる。また、除草剤グリホサートの散布

によって除雄が行える時期は、従来の除雄操作に比べて長く、ゆとりを持っ

て作業を行うことが可能となる。 
 10 
さらに、現在行われている除草剤グリホサートの雑草防除のための農薬使

用基準表示の散布適期である初期栄養生長期に、除草剤グリホサートを散布

することで、雑草防除を行うことができる。その理由は、この散布時期では

トウモロコシは初期栄養生長期であり、雄性生殖組織がまだ発達しておらず、

除草剤グリホサート散布が本組換えトウモロコシの花粉形成には影響を与え15 
ないためである。 

(例)
•ハイブリッド種子を採取するには、2品種の
親が必要である。1) 花粉親、この場合はホ
モ接合体の他の除草剤グリホサート耐性トウ
モロコシ(AA)。 2) 種子親、この場合はホモ
接合体の本組換えトウモロコシ(BB)。

•8葉期(V8)頃から13葉期(V13)頃にかけて
除草剤グリホサートを散布することにより、種
子親である本組換えトウモロコシの花粉(BB)
を不稔にする。

•花粉親(AA)の花粉が種子親(BB)の雌花(雌
穂)と受粉し、ハイブリッド種子(AB)が生産さ
れる。

•生産されたハイブリッド種子は除草剤グリホ
サート耐性トウモロコシと本組換えトウモロコ
シがヘテロ接合(AB) したものであり、全植物
組織がグリホサートに対して耐性を持つ。

1) 除草剤グリホサート耐性
トウモロコシ (NK603,
MON88017) (花粉親)

2) 本組換えトウモロコシ
(種子親)

AA BB BB BB BB

AA AB AB AB AB

花粉は不稔性

8葉期(V8)頃から13葉期(V13)頃にか
けて除草剤グリホサートを上から散布

雄性生殖組織では改変CP4 EPSPS蛋白質の発現

しないか或いは発現しても微量なため除草剤グリホ
サートに対して感受性を示す。雄性生殖組織以外
では改変CP4 EPSPS蛋白質が発現しているため
除草剤グリホサートに対して耐性を示す。

AA BB BB BB BB

改変CP4 EPSPS蛋白質

が植物体全身で発現して
いるため除草剤グリホサ
ートに対して耐性を示す。

花粉は稔性

1) 除草剤グリホサート耐性
トウモロコシ (NK603,
MON88017) (花粉親)

2) 本組換えトウモロコシ
(種子親)

本組換えトウモロコシの
種子のみを収穫

(ハイブリッド種子AB)

 
図 1 本組換えトウモロコシを用いた効率的なハイブリッド種子の採種方法 1

                                                 
1
本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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(1) 供与核酸に関する情報 

 
イ 構成及び構成要素の由来 

 5 
本組換えトウモロコシの作出に用いられた供与核酸の構成及び構成要素の

由来は、図 2 (p11) 及び表 1 (p12~11) に示した。 
 
なお、本組換えトウモロコシに導入された改変 cp4 epsps 遺伝子から発現す

る改変 CP4 EPSPS 蛋白質は、クローニングの過程で制限酵素切断部位を挿入10 
したことにより、Agrobacterium sp. CP4 株由来の CP4 EPSPS 蛋白質のアミノ

酸配列と比較して、N 末端配列から 2 番目のセリンがロイシンに改変されて

いる。したがって、本組換えトウモロコシに導入された cp4 epsps 遺伝子は「改

変 cp4 epsps 遺伝子」とし、発現する蛋白質を「改変 CP4 EPSPS 蛋白質」とす

る。なお、本組換えトウモロコシにおいて発現する改変 CP4 EPSPS 蛋白質の15 
推定アミノ酸配列は別添資料 3 に示した。
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PV-ZMAP1043
8,946 bp

B-Left Border

CS-改変 cp4 epsps

T-nos

B-Right Border

aadA

OR-ori-pBR322

CS-rop

OR-ori V
P-e35S

TS-CTP2

I-hsp70
Nsi I 1719
Nco I 1952

Sph I 2184

Nsi I 3676

Sph I 3986

T-DNA

 

 
 5 
図 2 本組換えトウモロコシの作出に用いられたPV-ZMAP1043 のプラスミド

マップ 2 
 

                                                 
2
本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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表 1 本組換えトウモロコシの作出に用いたPV-ZMAP1043 の各構成要素の由

来及び機能 3 

構成要素 由来及び機能 

T-DNA 領域 

B 注 1-Left Border 
T-DNA を伝達する際に利用される左側境界領域
を含む Agrobacterium tumefaciens に由来にする
DNA 断片 (Barker et al., 1983)。 

Intervening Sequence DNA クローニングの際に利用された配列 

P 注 2-e35S 

トウモロコシの花粉での活性がわずかである
(Hamilton et al., 1992) カリフラワーモザイクウ
イルス (CaMV 35S) のプロモーター (Odell et 
al., 1985) をもとに作成されたプロモーター。
CaMV 35S プロモーターの活性を高める機能を
有するドメインをタンデムの状態で 2 つ有して
いるため (図 3, p15; McPherson and Kay, 1994)、
組織特異的な発現様式を変えることなく転写活
性が高められている。e35S プロモーターも CaMV 
35S プロモーターと同様にトウモロコシの花粉
及びタペート細胞での活性が低いことが確認さ
れている (CaJacob et al., 2004)。 

Intervening Sequence DNA クローニングの際に利用された配列 

I 注 3-hsp70 
Z. mays (トウモロコシ) の熱ショック蛋白質遺伝
子  (hsp70) のイントロン  (Brown and Santino, 
1997)。  

Intervening Sequence DNA クローニングの際に利用された配列 

TS 注 4-CTP2 

Arabidopsis thaliana (シロイヌナズナ) の 5-エノ
ールピルビルシキミ酸 -3-リン酸合成酵素 
(EPSPS) 遺伝子 (ShkG) の葉緑体輸送ペプチド
をコードする配列 (Klee et al., 1987)。改変 CP4 
EPSPS 蛋白質を葉緑体へと輸送する。 

CS 注 5-改変 cp4 epsps 
Agrobacterium CP4 株由来の 5-エノールピルビル
シキミ酸-3-リン酸合成酵素 (CP4 EPSPS) をコ
ードしている aroA (epsps) 遺伝子のコード配列 
(Barry et al., 2001; Padgette et al., 1996a)。 

Intervening Sequence DNA クローニングの際に利用された配列 

T 注 6-nos 
転写を終結させポリアデニル化を誘導する A. 
tumefaciens 由来のノパリン合成酵素遺伝子の 3' 
非翻訳領域 (Bevan et al., 1983)。  

Intervening Sequence DNA クローニングの際に利用された配列 

B-Right Border 
T-DNA を伝達する際に利用される右側境界領域
を含む A. tumefaciens に由来の DNA 断片 
(Depicker et al., 1982; Zambryski et al., 1982)。  

 

                                                 
3
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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表 1 本組換えトウモロコシの作出に用いた PV-ZMAP1043 の各構成要素の由

来及び機能 (続き) 
外側骨格領域 

Intervening Sequence DNA クローニングの際に利用された配列 

aadA  

トランスポゾンTn7由来の 3’(9)-O-ヌクレオチジ
ルトランスフェラーゼ (アミノグリコシド改変
酵素) の細菌プロモーター及びコーディング配
列並びに 3’非翻訳領域 (Fling et al., 1985)。スペク
チノマイシン及びストレプトマイシン耐性を付
与する。 

Intervening Sequence DNA クローニングの際に利用された配列 

OR 注 7-ori-pBR322 
pBR322 から単離された複製開始領域であり、
Escherichia coli においてベクターに自律増殖能
を付与する (Sutcliffe, 1979)。 

Intervening Sequence DNA クローニングの際に利用された配列 

CS-rop 
ColE1 プラスミドに由来するプライマー蛋白質
のリプレッサーのコーディング配列であり、
E.coli 中においてプラスミドのコピー数を維持す
る (Giza and Huang, 1989)。 

Intervening Sequence DNA クローニングの際に利用された配列 

OR-ori V 
広宿主域プラスミド RK2 に由来する複製開始領
域であり、Agrobacterium においてベクターに自
律増殖能を付与する (Stalker et al., 1981)。 

Intervening Sequence DNA クローニングの際に利用された配列 
注 1 B-Border (境界配列) 
注 2 P-Promoter (プロモーター) 5 
注 3 I-Intron (イントロン) 
注 4 TS-Targeting Sequence (ターゲティング配列) 
注 5 CS-Coding Sequence (コーディング配列) 
注 6 T-Transcription Termination Sequence (転写終結配列) 
注 7 OR-Origin of Replication (複製開始領域)10 
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ロ 構成要素の機能 
 
① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与

核酸の構成要素それぞれの機能 
 5 

本組換えトウモロコシの作出に用いられた供与核酸の構成要素の機能は表 
1 (p12~11) に示した。 

 
本組換えトウモロコシには、改変 cp4 epsps 遺伝子が導入されている。この

改変 cp4 epsps 遺伝子は e35S プロモーターと hsp70 イントロンの組合せ 10 
(e35S-hsp70) によって制御されているため、本組換えトウモロコシ中の改変

CP4 EPSPS 蛋白質は組織特異的な発現様式を示す。このプロモーターとイン

トロンについて、以下に記載する。 
 
本組換えトウモロコシの e35S プロモーターは、カリフラワーモザイクウイ15 

ルス (CaMV) 35S プロモーターをもとに作成されている。 
CaMV 35Sプロモーターは、一般的に目的遺伝子を全組織で恒常的に発現さ

せるプロモーターとして知られているが、複数の文献において全ての細胞や

組織で常に発現させるわけではないことが報告されている (Benfey and Chua, 
1989a; Terada and Shimamoto, 1990; Williamson et al., 1989; Yang and Christou, 20 
1990)。また、様々な植物種において、CaMV 35Sプロモーターを使用した際

に、花粉におけるレポーター遺伝子 4の発現量は微量であったことが報告され

ている (Sunilkumar et al., 2002; Wilkinson et al., 1997)。特にトウモロコシの花

粉におけるCaMV 35Sプロモーターの活性はごくわずかであることが報告さ

れている (Hamilton et al., 1992)。CaMV 35Sプロモーターを用いた際に花粉で25 
の発現が微量である理由として、CaMV 35Sプロモーターの配列中に花粉特異

的な発現を制御するシス作用エレメントが存在しないことが考えられている

(Eyal et al., 1995)。 
この CaMV 35S プロモーターは、ドメイン A 及びドメイン B から構成され

ている (図 3, p15; Benfey et al., 1989b)。ドメイン A には、プロモーターとし30 
ての役割を持つ配列及びプロモーター活性を高める機能を有する配列が最低

1 つ含まれている。ドメイン B には、プロモーター活性を高める機能を有す

                                                 
4一般的にレポーター遺伝子は容易に可視及び測定可能な産物を生成する (King and Stansfield, 
1997)。レポーター遺伝子は様々なプロモーターの発現様式を証明するために使用される。ある

プロモーター領域をレポーター遺伝子の配列に結合させることにより、様々な細胞においてその

発現様式を特定することができる。 



 15 

る配列が複数含まれている (Benfey et al., 1989b; Fang et al., 1989; Odell et al., 
1985)。一方で、本組換えトウモロコシに用いられている e35S プロモーター

は、ドメイン A の上流にドメイン B をタンデムの状態で 2 つ有しており、

CaMV35Sプロモーターとの違いはドメインBを 1つ多く有していることのみ

である (図 3, p15; McPherson and Kay, 1994)。このことから、CaMV35S プロ5 
モーターと比べ、e35S プロモーターの転写活性能は高められているが、その

組織特異的な発現様式は変わらないと考えられる。実際に本組換えトウモロ

コシと同一の e35Sプロモーターを用いて形質転換を行ったトウモロコシの花

粉及びタペート細胞では、改変 CP4 EPSPS 蛋白質の発現量が微量であったこ

とが確認されている (CaJacob et al., 2004)。 10 
 

  
 
図 3 CaMV35Sプロモーター及びe35Sプロモーターの比較 5 
図中の数値は CaMV35S プロモーターの転写開始部位に応じている。 15 
 

 また、本組換えトウモロコシに hsp70 イントロンを導入した目的は、本組

換えトウモロコシの改変 CP4 EPSPS 蛋白質の発現様式を変化させることなく 
(Brown and Santino, 1997)、栄養組織及び雌性組織における改変 CP4 EPSPS 蛋

白質の発現を高めるためである (Callis et al., 1987)。 20 
 

なお、本組換えトウモロコシの作出に用いられた e35Sプロモーターとhsp70
イントロンの組合せ (e35S-hsp70) は、すでに第一種使用規程の承認を受けた

他の遺伝子組換え作物 (NK603 及び MON810) においても使用されており、

新規のものではない (別添資料 4)。 25 
 

                                                 
5
本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び

当該蛋白質がアレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と

相同性を有する場合はその旨 
 

除草剤グリホサートは植物内在性の芳香族アミノ酸の生合成経路であるシ5 
キミ酸合成経路中の酵素の 1 つである 5-エノールピルビルシキミ酸-3-リン酸

合成酵素 (EPSPS) を阻害し、細胞死を引き起こす (Franz et al., 1997)。本組換

えトウモロコシは導入された改変 cp4 epsps 遺伝子から発現する改変 CP4 
EPSPS 蛋白質により、除草剤グリホサートに耐性を持つ。 

 10 
改変CP4 EPSPS蛋白質が、既知のアレルゲンと機能上重要なアミノ酸配列

を共有するかどうか、アレルゲンデータベース (AD_2010) 6 を用いてFASTA
型アルゴリズムと連続する 8 つのアミノ酸による相同性検索を行ったが、既

知アレルゲンと構造的に類似性のある配列は認められなかった。 
 15 
③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容 

 
EPSPS 蛋白質は植物や微生物に特有の芳香族アミノ酸生合成経路であるシ

キミ酸経路を触媒する酵素の 1 つであり、植物中では葉緑体又は色素体に存

在する (della-Cioppa et al., 1986)。シキミ酸経路は植物が固定する炭素の 5 分20 
の 1 に関与すると考えられる重要な代謝経路である (Haslam, 1974; 1993)。本

経路は、その第一段階に関与する 3-デオキシ-D-アラビノ-ヘプツロン酸-7-リ
ン酸 (DAHP) 合成酵素によって調節を受けて制御されるが、DAHP からコリ

スミ酸が生成されるまでの過程が中間代謝物質や最終生成物によって阻害・

抑制される可能性が極めて低いことが明らかにされている (Hermann and 25 
Somerville, 1983; Weiss and Edwards, 1980)。このことは EPSPS 蛋白質が本経路

における律速酵素ではないことを示唆しており、したがって、EPSPS 活性が

増大しても、本経路の最終産物である芳香族アミノ酸の濃度が高まることは

ないと考えられている (Padgette et al., 1996b; Ridley et al., 2002)。実際に、通常

の 40 倍の EPSPS 蛋白質を生成する植物細胞において、芳香族アミノ酸が過30 
剰に合成されないことが報告されており (Smart et al., 1985)、加えて、モンサ

ント・カンパニーがこれまでに商品化した除草剤グリホサート耐性作物 (ダ
イズ、ナタネ、ワタ、トウモロコシ、アルファルファ、テンサイ) の食品及

                                                 
6 FARRP (Food Allergy Research and Resource Program) AllergenOnline database (FARRP, 2009) に登

録されている配列からなるデータベースで、2009 年 12 月の時点で 1,471 件のアミノ酸配列が含

まれる。 
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び飼料の安全性の評価の過程で、それら組換え作物種子中のアミノ酸組成を

調べて、芳香族アミノ酸含有量に元の非組換え作物との間で相違のないこと

が確認されている。これらのことは EPSPS 蛋白質が本経路における律速酵素

ではないことを支持している。 
 5 
また、EPSPS 蛋白質はホスホエノールピルビン酸塩 (PEP) とシキミ酸-3-

リン酸塩 (S3P) から、EPSP と無機リン酸塩 (Pi) を生じる可逆反応を触媒す

る酵素であり (Levin and Sprinson, 1964)、これらの基質と特異的に反応するこ

とが知られている (Gruys et al., 1992)。これら以外に唯一 EPSPS 蛋白質と反応

することが知られているのは S3P の類似体であるシキミ酸である。しかし、10 
EPSPS 蛋白質のシキミ酸及び S3P との反応について、反応の起こり易さを示

す特異性定数 (Specificity constant) kcat/Km の値で比較すると、EPSPS 蛋白質の

シキミ酸との反応特異性は、EPSPS 蛋白質の S3P との反応特異性の約 200 万

分の 1 に過ぎず (Gruys et al., 1992)、シキミ酸が EPSPS 蛋白質の基質として反

応する可能性は極めて低い。 15 
 

(2) ベクターに関する情報 
 
イ 名称及び由来 

 20 
本組換えトウモロコシの作出に用いられたプラスミド・ベクター

PV-ZMAP1043 は、E. coli 由来のベクターpBR322 (Sutcliffe, 1979) などをもと

に構築された。 
 
ロ 特性 25 

 
① ベクターの塩基数及び塩基配列 

 
本組換えトウモロコシの作出に用いられたプラスミド・ベクター

PV-ZMAP1043 の塩基数は 8,946 bp である。 30 
 
② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能 

 
E. coli における構築ベクターの選抜マーカー遺伝子として、スペクチノマ

イシンやストレプトマイシンに対する耐性を付与する E. coli のトランスポゾ35 
ン Tn7 に由来する aadA 遺伝子が T-DNA 領域外に存在している。 
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③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する

情報 
 

本ベクターの感染性は知られていない。 5 
 

(3) 遺伝子組換え生物等の調製方法 
 
イ 宿主内に移入された核酸全体の構成 

 10 
宿主内に移入された本プラスミド・ベクターの構成要素は (p12~11) に記載

した。また、ベクター内での供与核酸の構成要素の位置と制限酵素による切

断部位に関しては、図 2 (p11) に示した。 
 
ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法 15 

 
PV-ZMAP1043 の中の T-DNA 領域をアグロバクテリウム法により、デント

種に分類される従来トウモロコシ品種【社外秘につき非開示】× HiII の未熟胚

細胞に導入した。 
 20 
ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過 

 
① 核酸が移入された細胞の選抜の方法 

 
従来トウモロコシ品種【社外秘につき非開示】× HiII の未成熟胚をプラスミ25 

ド・ベクターPV-ZMAP1043 を含む A.tumefaciens ABI 株と共置培養した後、未

成熟胚をグリホサート及びカルベニシリンを添加した組織培養培地へ移した。

形質転換している個体を選抜するために除草剤グリホサートを使用した。 
 
② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウムの30 

菌体の残存の有無 
 

カルベニシリンを添加した組織培養培地により、形質転換に用いたアグロ

バクテリウム菌体は除去されている。なお、本組換えトウモロコシにアグロ

バクテリウム菌体が残存していないことは、カルベニシリン無添加の培地に35 
本組換えトウモロコシを移した後に、その培地上でアグロバクテリウムのコ
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ロニーが形成されていないことを観察することで確認した。 
 

③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認し

た系統、隔離ほ場試験に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な

情報を収集するために用いられた系統までの育成の経過 5 
 
分裂細胞から培地上で再分化させて得られた再分化個体 (R0) を土壌に移

植した。この R0 個体に従来トウモロコシ品種【社外秘につき非開示】を掛け

合わせ F1 雑種を作出し、その後 3 回戻し交配を繰り返した。その過程で除草

剤グリホサートへの耐性を確認した。自殖により導入遺伝子をホモ化し、選10 
抜された個体の後代を解析及び形態特性調査の対象とした。その結果、最終

的に商品化系統として本組換えトウモロコシ系統を選抜した。 
本組換えトウモロコシにおける導入遺伝子の解析、導入遺伝子の発現の安

定性及びわが国で隔離ほ場試験に用いられた世代については、図 4 (p20) の
育成図に記載した。なお、本申請の対象は、【社外秘につき非開示】BC3F415 
世代及び【社外秘につき非開示】BC3F4 世代から派生する全ての後代交配種

である。
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【社外秘につき非開示】 

 
 15 
 

 

 

 

 20 
 

 

 

 

図 4 本組換えトウモロコシの育成図 25 
 
 
 
 

【社外秘につき非開示】 30 
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(4) 細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 

 
① 移入された核酸の複製物が存在する場所 

 5 
本組換えトウモロコシの導入遺伝子が染色体に存在するかどうかを調査す

るため、本組換えトウモロコシの複数世代において、導入遺伝子の分離比を

カイ二乗検定で分析した。 
試験に供試する 3 世代 (図 4, p20) を作出するために、まず改変 cp4 epsps

遺伝子をホモで有する本組換えトウモロコシの【社外秘につき非開示】BC3F410 
世代を、改変 cp4 epsps 遺伝子を持たない従来商業品種【社外秘につき非開示】

と交配して TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] BC0F1 世代を作出した。得ら

れた TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] BC0F1 世代に対し、【社外秘につき

非開示】を反復親とした戻し交配を行い、TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] 
BC1F1 世代を作出した。さらに、TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] BC1F115 
世代で改変 cp4 epsps 遺伝子をヘテロで有する個体を除草剤グリホサート散布

により選抜し、再度戻し交配を行って TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] 
BC2F1 世代を作出した。最後に、TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] BC2F1
世代で改変 cp4 epsps 遺伝子をヘテロで有する個体を除草剤グリホサート散布

により選抜し、自殖することで TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] BC2F2 世20 
代を作出した。 

上記 3 世代 (TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] BC1F1 世代、TI:[【社外秘

につき非開示】] BC2F1 世代及び TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] BC2F2
世代) において、改変 cp4 epsps 遺伝子の有無を除草剤グリホサート散布によ

り確認した分離比を用いてカイ二乗検定を行った。TI:[【社外秘につき非開示】 25 
BC3F4] BC1F1 世代及び TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] BC2F1 世代は、1
世代前で改変 cp4 epsps 遺伝子をヘテロで有する個体を改変 cp4 epsps 遺伝子

を持たない【社外秘につき非開示】と交配することにより作出しているため、

改変 cp4 epsps 遺伝子の分離比の期待値は 1:1 であると考えられた。また、

TI:[【社外秘につき非開示】BC3F4] BC2F2 世代は 1 世代前で改変 cp4 epsps30 
遺伝子をへテロで有する個体を選抜し自殖することにより作出しているため、

改変 cp4 epsps 遺伝子の分離比の期待値は 3:1 であると考えられた。 
カイ二乗検定の結果、分析を行った 3 世代において実測値と期待値の間に

統計学的有意差は認められなかった (表 2, p22; 別添資料 5)。よって、本組

換えトウモロコシの導入遺伝子は染色体上に存在していると考えられた。35 
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表 2 本組換えトウモロコシにおける導入遺伝子の分離比 7 

供試世代 
供試 1 

個体数 

実測値 2 期待値 
χ2 p 値 3 

陽性 陰性 陽性 陰性 

TI:[【社外秘につき非

開示】BC3F4]BC1F1 
238 109 129 119 119 1.68 0.194 

TI:[【社外秘につき非

開示】BC3F4]BC2F1 
290 145 145 145 145 0.00 1.000 

TI:[【社外秘につき非

開示】BC3F4]BC2F2 
1107 820 287 830 277 0.50 0.476 

1 TI: [【社外秘につき非開示】BC3F4] BC1F1 世代の 238 個体は 3 個体の親世代、TI: [【社外秘に

つき非開示】BC3F4]BC2F1 世代の 290 個体は 2 個体の親世代、TI: [【社外秘につき非開示】BC3F4] 

BC2F2 世代の 1107 個体は 6 個体の親世代から得られた。 5 
2 改変 cp4 epsps 遺伝子の有無を調べるために、播種後 14 日後に除草剤グリホサート(1.89 kg a. e. 

/ha) を散布し、5 日後に枯死しなかったものを陽性、枯死したものを陰性と判断した。 
3 上記 3 世代から得られた分離比をカイ二乗検定で分析した (p≤0.05)。 

 
② 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数10 

世代における伝達の安定性 
 

サザンブロット分析による導入遺伝子の解析の結果、本組換えトウモロコ

シのゲノム中の 1 ヵ所に 1 コピーの T-DNA 領域が組み込まれていることが確

認された (別添資料 6 の Figure 4~6, p38~40)。また、T-DNA 領域以外の外側15 
骨格領域は挿入されていないことが確認された (別添資料 6 の Figure 7, p41)。 

さらに導入遺伝子は安定して後代に遺伝していることが複数世代 (【社外

秘につき非開示】BC3F3、【社外秘につき非開示】BC3F4、【社外秘につき

非開示】BC3F6、【社外秘につき非開示】BC3F7 及び [【社外秘につき非開

示】BC3F7 ×【社外秘につき非開示】] F1) におけるサザンブロット分析によ20 
り確認された (別添資料 6 の Figure 14, p49)。 

 
③ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離

れているかの別 
 25 

1 コピーなので該当しない (別添資料 6 の Figure 4~6, p38~40)。 

                                                 
7
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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④ (6) の①において具体的に示される特性について、自然条件の下での個体

間及び世代間での発現の安定性 
 
ウエスタンブロット分析により、本組換えトウモロコシの複数世代 (【社5 

外秘につき非開示】BC3F3、【社外秘につき非開示】BC3F4、【社外秘につ

き非開示】BC3F6、【社外秘につき非開示】BC3F7、[【社外秘につき非開示】 
BC3F7×【社外秘につき非開示】]F1) において改変 CP4 EPSPS 蛋白質が安定

して発現していることが確認された (別添資料 7 の Figure 1, p15)。 
 10 

米国の 5 ヵ所のほ場 (アーカンソー州、アイオワ州、イリノイ州、インデ

ィアナ州及びネブラスカ州) において、それぞれ 3 反復で生育した本組換え

トウモロコシの様々な組織のサンプルを採取し、改変 CP4 EPSPS 蛋白質の発

現量を ELISA 法により分析した。そのうちインディアナ州のほ場における 1
プロットのサンプルについては、他のイベントが混入しているおそれがあっ15 
たため、分析には供試しなかった。したがって、計 14 サンプルを分析に供試

した。本組換えトウモロコシの各組織での改変 CP4 EPSPS 蛋白質の発現量を

表 3 (p24) に記載した (別添資料 2 の Table 1, p17, Table 2, p18 及び Table 3, 

p19)。 
花粉における改変 CP4 EPSPS 蛋白質の発現量の平均値及び範囲は、全 1420 

サンプルのうち 6 サンプルで検出限界値以下、6 サンプルで 0.49 µg/g fwt 
(0.18~1.1 µg/g fwt)、2 サンプルで判定不能であった (別添資料 2 の Table 1, 

p17)。この判定不能であった 2 サンプルでは、分析を 2 回行ったところ、1 回

目は改変 CP4 EPSPS 蛋白質が検出されたが、2 回目は検出限界値以下であっ

たため平均値を算出することができなかった。微量の改変 CP4 EPSPS 蛋白質25 
が6サンプルの花粉で認められた理由として、花粉採取の際に改変CP4 EPSPS
蛋白質を発現する葯が混入したか、花粉において微量の改変 CP4 EPSPS 蛋白

質が発現していた可能性 (CaJacob et al., 2004; Hamilton et al., 1992) が考えら

れた。 
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表 3 米国ほ場における本組換えトウモロコシの各組織の改変CP4 EPSPS蛋白質発現

量 (2008 年、米国)8 

組織 1 生育段階 2 播種後日数 
改変 CP4 EPSPS 蛋白質 (標準偏差) 

範囲 
検出限界/ 
定量限界 

(μg/g 新鮮重)3 (μg/g 乾燥重)4 (μg/g 新鮮重) 
葉 

(OSL-1) 2～5 葉期 20-28 100 (21) 680 (170) 0.069/0.137 75 – 140 400 – 940 
葉 

(OSL-2) 6～8 葉期 32-46 83 (25) 410 (130) 0.069/0.137 30 –110 130 – 560 
葉 

(OSL-3) 10～12 葉期 41-67 61 (19) 290 (74) 0.069/0.137 35 –95 210 – 410 
葉 

(OSL-4) 雄穂抽出期 54-73 95 (30) 370 (120) 0.069/0.137 17 – 140 70 – 520 
穀粒 収穫期 118-182 3.6 (0.73) 4.2 (0.89) 0.16/0.228 2.6 – 5.3 2.8 – 6.2 

花粉 5 受粉期 58-81 

< LOD (NA) <LOD (NA) 

0.099/0.137 
NA NA 

  
0.49 (0.36) 0.87 (0.70) 
0.18 – 1.1 0.25 – 2.2 

絹糸 受粉期 58-76 9.4 (0.97) 100 (12) 0.121/0.137 8.1 – 11 90 – 120 
地上部 黄熟期 83-116 38 (14) 120 (48) 0.069/0.137 8.3 – 57 21 – 200 
茎葉 成熟期 124-180 14 (6.3) 43 (27) 0.069/0.137 5.9 – 26 13 – 98 
根 

(OSR-1) 2～5 葉期 22-28 18 (5.3) 140 (46) 0.033/0.068 8.1 – 27 58 – 210 
根 

(OSR-2) 6～8 葉期 32-46 16 (6.8) 110 (62) 0.033/0.068 8.3 –29 48 – 240 
根 

(OSR-3) 10～12 葉期 41-67 12 (4.3) 73 (28) 0.033/0.068 4.9 –19 22 – 110 
根 

(OSR-4) 雄穂抽出期 54-73 15 (5.7) 83 (36) 0.033/0.068 5.6 – 23 23 – 140 
根 

(初期黄熟期) 初期黄熟期 83-116 15 (5.2) 72 (23) 0.033/0.068 8.6 – 24 39 – 100 
根 

(収穫直後) 成熟期 124-180 16 (8.3) 72 (37) 0.033/0.068 5.9 – 29 26 – 130 
地上部 

(OSWP-1) 2～5 葉期 22-28 50 (8.3) 500 (190) 0.069/0.137 37 – 66 310 – 840 
地上部 

(OSWP-2) 6～8 葉期 32-46 46 (7.6) 360 (42) 0.069/0.137 33 – 58 300 – 420 
地上部 

(OSWP-3) 10～12 葉期 41-67 43 (7.1) 380 (78) 0.069/0.137 28 – 56 230 – 500 
地上部

(OSWP-4) 雄穂抽出期 54-73 37 (6.3) 240 (42) 0.069/0.137 23 – 47 160 – 340 
1 OSL= over-season leaf (葉); OSR= over-season root (根); OSWP= over-season whole plant (地上部) 
2 採取した各組織の生育段階 5 
3 蛋白質の発現量は平均値及び標準偏差 (括弧内に示す) で表されている。また、蛋白質の重量は組織
の新鮮重 1g 当たりの μg で表されている。 平均値、標準偏差及び範囲 (最小値 – 最大値) は全ての
ほ場で採取されたそれぞれの組織ごとに計算されている (根 (初期黄熟期) と花粉を除いて、全ての
組織で n=14。根 (初期黄熟期) は n=11。花粉は n=6 ) 。NA: Not Applicable (該当しない) ; LOD=limit of 
detection (検出限界) 10 

4 蛋白質の発現量は平均値及び標準偏差 (括弧内に示す) で表されている。また、蛋白質の重量は組織
の乾燥重 1g 当たりの μg で表されている。乾燥重は新鮮重を水分分析データより得た乾燥重因子で除
算して求めた。NA: Not Applicable (該当しない) ; LOD=limit of detection (検出限界) 

5 全てのほ場の本組換えトウモロコシ花粉の改変 CP4EPSPS 蛋白質の発現量は検出限界以下 (上段; 
n=6) 若しくは非常に微量であった (下段; n=6)。2 ヵ所のほ場からの花粉サンプルは、結果が不明確15 
であったため計算には含めなかった。 

                                                 
8
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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⑤ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に

伝播されるおそれがある場合は、当該伝達性の有無及び程度 
 

移入された核酸の配列には伝達を可能とする機能はないため、ウィルスの感

染その他の経路を経由して野生動植物等に伝達されるおそれはない。 5 
 
(5) 遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 

 
本組換えトウモロコシはPCR法による検出及び識別が可能である (別添資料 

8)。 10 
検定に用いる DNA の濃度は、PCR の 1 反応当たり 5～10ng であることが推

奨されていて、葉の一部 (リーフディスク) を用いて検定できる。 

本法の信頼性を確認するにあたり、1 植物体から 3 つのリーフディスクを採

取し、それらを本法により 3 回分析することで、植物体が本組換えトウモロコ

シもしくは非組換えトウモロコシかどうかを確認した。次に、本組換えトウモ15 
ロコシと確認された 1 ~ 3 植物体のリーフディスクから 45 サンプルを、同じく

非組換えトウモロコシと確認された 1 ~ 3 植物体のリーフディスクから 45 サン

プルを採取し、それらをさらに本法で分析した。その結果、本組換えトウモロ

コシ 45 サンプル中 44 サンプルが陽性、1 サンプルが偽陰性反応を示したのに

対し、非組換えトウモロコシ 45 サンプル中 44 サンプルが陰性、1 サンプルが20 
偽陽性反応を示した。これらの偽陰性率及び偽陽性率は許容基準である 5%以内

に収まっていたため、偽陰性及び偽陽性反応を示した 2 サンプルについてはさ

らなる検証は行わなかった。 
 

(6) 宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 25 
 
① 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特

性の具体的な内容 
 
本組換えトウモロコシの改変 CP4 EPSPS 蛋白質は組織特異的な発現様式を30 

示す。そのため、本組換えトウモロコシは除草剤グリホサート散布により雄性

不稔となるが栄養組織及び雌性生殖組織は除草剤グリホサート耐性を示す。本

組換えトウモロコシの特性を確認するため、以下の試験を行った。 
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【花粉稔性及び花粉総数の確認】 

 
本組換えトウモロコシの除草剤グリホサート散布後における雄性不稔を確認

するため、2010 年に米国の温室において、除草剤グリホサート散布後における5 
花粉稔性及び花粉総数について調査を行った。試験にはHC50 BC6F4 世代を供

試した (図 4, p20)。除草剤グリホサートを散布しなかった場合、除草剤グリホ

サートの通常の散布量 (0.84 kg a.e.9/ha) を除草のための慣行散布適期である 3
葉期 (V3) のみに散布した場合、そして 3 葉期 (V3) に加えて雄穂形成初期で

ある 8 葉期 (V8) 及び 10 葉期 (V10) に散布した場合の本組換えトウモロコシ10 
の花粉稔性及び花粉総数を評価した (別添資料 9)。各個体の雄穂から採取した

5 つの小花をAlexander染色 (Alexander, 1969) による花粉稔性の調査に供試し、

残り全ての小花を花粉総数 (可稔及び不稔の全ての花粉) の調査に供試した 
(別添資料 9)。花粉の稔性は、Alexander染色後に顕微鏡下で観察された花粉に

対する可稔花粉の割合 (%) で評価した。また、花粉総数の調査のため、各個体15 
の雄穂から採取した小花 (花粉稔性の調査で使用した小花を除く) の花粉の一

部を抽出、計数し、その花粉数を基に雄穂全体の花粉総数を算出した。 
調査の結果、花粉稔性及び花粉総数において、除草剤グリホサートを散布し

なかった本組換えトウモロコシと除草剤グリホサートを 3 葉期 (V3) に散布し

た本組換えトウモロコシの間に統計学的有意差は認められなかった (p>0.05)。20 
しかし、花粉稔性及び花粉総数において、除草剤グリホサートを散布しなかっ

た本組換えトウモロコシと 3 葉期 (V3)、8 葉期 (V8) 及び 10 葉期 (V10) に散

布した本組換えトウモロコシの間で統計学的有意差が認められた (p<0.05) (表 
4, p27)。また、除草剤グリホサート処理後の本組換えトウモロコシの花粉稔性

を図 5 (p27) に示した。顕微鏡下において、Alexander 染色した稔性花粉は紫色25 
に染色され円形に膨らんで見え (図 5, p27: A 及び B)、不稔性花粉は染色されな

いか青緑色に染色され縮んで見えた (図 5, p27: C)。 
 

                                                 
9 a.e.; acid equivalent (酸換算)。除草剤製剤は、有効成分がそのままの形で存在する場合と、塩

の形で存在する場合とがある。有効成分が塩の形で存在する場合、活性成分は酸であり、塩基

部分は製剤によって異なる。除草剤の散布量として製剤中の有効成分の塩の量を示した場合、

塩基部分が異なる製剤の間では正確な活性成分量の比較ができないため、活性成分としての酸

換算量を記載単位として用いた。 
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表 4 本組換えトウモロコシの除草剤グリホサート散布による花粉稔性 (%) 及び

花粉総数の調査 10 

 

 本組換え 
トウモロコシ 

無散布 

本組換え 
トウモロコシ 

3 葉期 (V3) に散布 

本組換え 
トウモロコシ 

3 葉期 (V3)、8 葉期 (V8) 
及び 10 葉期 (V10) に散布 

花粉特性 平均値 標準誤差 平均値 標準誤差 平均値 標準誤差 

花粉稔性 (%) 96.9 1.1 90.7 5.3 0.0* 0.0 
花粉総数 2,515,000 96,640 2,781,111 209,459 1,188,571* 151,743 

1 個体/プロット、10 反復、n=10 

*除草剤グリホサート無散布の本組換えトウモロコシと 3 葉期 (V3)、8 葉期 (V8) 及び 10 葉期 (V10) 5 
に散布の本組換えトウモロコシとの間で統計学的有意差が認められたことを示す (p≤0.05)。 

 
 

   
   A. 無散布            B. V3 に散布      C. V3、V8 及び V10 に散布 10 
 
図 5 除草剤グリホサート処理後の本組換えトウモロコシの花粉 (Alexander染色)11 
A. 除草剤グリホサートを散布しなかった。 

B. 通常量の除草剤グリホサート (0.84 kg a.e./ha) を 3 葉期 (V3) に散布した。 

C. 通常量の除草剤グリホサート (0.84 kg a.e./ha) を3葉期 (V3)、8葉期 (V8) 及び10葉期 (V10) 15 
に散布した。 

 
 

【葯の突出率による花粉稔性の確認】 
 20 

除草剤グリホサート散布による、本組換えトウモロコシの花粉の稔性を調査す

るために、葯の突出率に関する調査を行った。 
一般的に、トウモロコシの育種家やハイブリッド種子の生産現場では、葯の突

                                                 
10
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 

11
本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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出は花粉の稔性の指標として用いられており、葯の突出の欠如は一般的に細胞質

雄性不稔植物の花粉の不稔を判断するために用いられている (Beckett, 1971)。本

組換えトウモロコシは、雄穂形成初期の除草剤グリホサート散布により細胞質雄

性不稔と同様に稔性のある花粉の形成が阻害されることから、葯の突出の欠如に

より本組換えトウモロコシの有効性を調査した。 5 
なお、葯の突出はトウモロコシが花粉を飛散させるまでの過程の一部であり、

葯の突出が起こらなければ花粉が飛散することはない。 
 
本組換えトウモロコシの花粉の稔性を確認するため、2010 年に米国の温室で除

草剤グリホサート散布後における葯の突出率について調査を行った。試験には10 
HC50 BC6F4 世代を供試した (図 4, p20)。除草剤グリホサートを散布しなかった

場合、除草剤グリホサートの通常の散布量 (0.84 kg a.e. /ha) を 3 葉期 (V3) のみ

に散布した場合、そして 3 葉期 (V3) に加えて 8 葉期 (V8) 及び 10 葉期 (V10) に
散布した場合の本組換えトウモロコシの花粉の稔性を、葯の突出から導き出した

葯の突出率を用いて評価した (別添資料 9)。 15 
調査の結果、除草剤グリホサートを散布しなかった場合と除草剤グリホサート

を 3 葉期 (V3) のみに散布した場合は、葯の突出率が全ての調査時期において

100%であり、植物体は可稔であることが示された。一方、3 葉期 (V3)、8 葉期 (V8) 
及び 10 葉期 (V10) に散布した場合の本組換えトウモロコシの葯の突出率は 0%
であり、雄性不稔であることが示された (表 5、p29)。 20 
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表 5 本組換えトウモロコシの除草剤グリホサート散布による葯突出率調査 12 

除草剤グリホサート散布時期 

葯の突出率 平均値 1,2,3 (%) 
観察時期 

S904 S90 + 35 S90 + 66 
無散布 100 100 100 
3 葉期 (V3) に散布 100 100 100 
3 葉期 (V3)、8 葉期 (V8) 
及び 10 葉期 (V10) に散布 0 0 0 
11 個体/プロット、10 反復、n=10 
2 葯突出率の平均値は、計算式 ( [(LP x 0.25) + (MP x 0.5) + (HP x 1.0)] / 個体数×100%) により求めた。

式中の LP (Light Partial) は 1 個体当たり 10 以下の葯の突出が確認された個体数、MP (Medium partial) 5 
は 1 個体当たり 11 以上の葯の突出が確認されたもので全体の葯の突出が 25%未満の個体数、HP 

(Heavy partial) はプロット中 25%以上の葯の突出が確認された個体数を示す (別添資料 9)。 
3 葯の突出率の平均値は、各除草剤グリホサート散布時期において、全ての個体で計算された。  
4 S90: 90%以上の個体に絹糸の抽出が認められた日 
5 S90 + 3: S90 から 3 日後にあたる日 10 
6 S90 + 6: S90 から 6 日後にあたる日 

 

以上の結果から、花粉稔性、花粉総数及び葯の突出率において、除草剤グリホ

サートを散布しなかった本組換えトウモロコシと除草剤グリホサートを 3 葉期 
(V3) に散布した本組換えトウモロコシの間に差異は認められず、3 葉期 (V3) の15 
本組換えトウモロコシに除草剤グリホサートを散布することが雄性不稔を誘発

することはないということが示された。また、花粉稔性、花粉総数及び葯の突出

率において、除草剤グリホサートを散布しなかった本組換えトウモロコシと除草

剤グリホサートを 3 葉期 (V3)、8 葉期 (V8) 及び 10 葉期 (V10) に計 3 回散布し

た本組換えトウモロコシの間に差異が認められ、本組換えトウモロコシに 8 葉期 20 
(V8) 及び 10 葉期 (V10) に除草剤グリホサートを散布した場合、雄性不稔となる

ことが確認された。

                                                 
12
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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② 以下に掲げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿

主の属する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程

度 13 
 5 

2010 年に日本モンサント株式会社河内研究農場の隔離ほ場において本組換

えトウモロコシの隔離ほ場試験を行った。試験には本組換えトウモロコシの

[【社外秘につき非開示】BC3F7 ×【社外秘につき非開示】] F1 世代を供試し (図 

4, p20)、対照の非組換えトウモロコシとしては、本組換えトウモロコシと同様

の遺伝的背景を持つ【社外秘につき非開示】を用いた。なお、低温耐性試験に10 
ついては、2009 年にモンサント・カンパニー (米国) の人工気象室において試

験を実施した。 
 

a 形態及び生育の特性 
 15 

形態及び生育の特性を比較するため、12 項目 (発芽揃い (月日)、発芽率 (%)、
雄穂抽出期 (月日)、絹糸抽出期 (月日)、稈長 (cm)、着雌穂高 (cm) 、分けつ数、

草型、成熟期 (月日)、収穫期の地上部重 (kg)、粒型、粒色) について調査した。

評価は、種苗登録のための農林水産植物種類別審査基準を参考に行った。 
その結果、収穫期の地上部重においてのみ、本組換えトウモロコシと対照の20 

非組換えトウモロコシとの間で統計学的有意差が認められた (別添資料 10 の

表 3, p10)。収穫期の地上部重の平均値は、本組換えトウモロコシが 0.72 kg、対

照の非組換えトウモロコシが 0.78 kg であり、本組換えトウモロコシの方が低

かった (別添資料 10 の表 3, p10)。 
 25 

b 生育初期における低温又は高温耐性 
 

本組換えトウモロコシと対照の非組換えトウモロコシとの間の生育初期にお

ける低温耐性を比較するために、3 葉期の植物体を昼間 12oC、夜間 5oC の条件

で 20 日間生育させた後、草丈、生育段階、生育勢及び地上部重 (新鮮重、乾燥30 
重) について調査を行った。また参考として、4 種の商業栽培品種についても同

時に調査した。 
その結果、全ての項目において本組換えトウモロコシと対照の非組換えトウ

モロコシの間で統計学的有意差は認められなかった (別添資料 11 の Table 4, 

                                                 
13
本項目中の以下に続く a～g に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式

会社に帰属する 
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p19)。 
 

c 成体の越冬性又は越夏性 
 

トウモロコシは夏型一年生植物であり、通常は、結実後、冬季に自然に枯死5 
する。再生長して栄養繁殖することや、種子を生産することはない。実際に、

隔離ほ場の越冬性試験区で生育させた本組換えトウモロコシ及び対照の非組換

えトウモロコシを成熟期の後も引き続き生育させ、2010 年 11 月 8 日に供試個

体の観察を行ったが、本組換えトウモロコシ及び対照の非組換えトウモロコシ

ともに枯死していた (別添資料 10 の図 5, p12)。 10 
 

d 花粉の稔性及びサイズ 
 

本組換えトウモロコシ及び対照の非組換えトウモロコシともに高い花粉稔性

を示しており、その稔性に大きな違いは認められなかった。また花粉の形態や15 
大きさにも違いは認められなかった (別添資料 10 の図 6, p13)。 

また、2008 年に米国のミズーリ州のほ場で栽培された本組換えトウモロコシ

と対照の非組換えトウモロコシから花粉を採取し、その稔性及びサイズを調査

した。その結果、花粉の稔性において、本組換えトウモロコシと対照の非組換

えトウモロコシとの間で統計学的有意差が認められた (p<0.05) (別添資料 12の20 
Table 2, p11)。花粉の稔性の平均値は、本組換えトウモロコシでは 99.7%、対照

の非組換えトウモロコシでは 98.9%であり、本組換えトウモロコシの値の方が

高く、参考として供試した商業栽培品種 4 品種の平均値の範囲 (99.2 ~ 99.6%) 
を外れていた (別添資料 12 の Table 2, p11 )。なお、花粉のサイズに統計学的有

意差は認められなかった (別添資料 12 の Table 2, p11; 別添資料 12 の Figure 25 
1~3, p12~13)。 

 
e 種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率 

 
種子の生産量を評価するため、本組換えトウモロコシ及び対照の非組換えト30 

ウモロコシについて、6 項目 (総有効雌穂数、雌穂長 (cm)、雌穂径 (cm)、粒列

数、一列粒数、百粒重 (g)) を調査した。 
その結果、全ての項目において本組換えトウモロコシと対照の非組換えトウ

モロコシとの間に統計学的有意差は認められなかった (別添資料 10 の表 4, 
p14)。 35 
 



 32 

脱粒性については、本組換えトウモロコシ及び対照の非組換えトウモロコシ

の収穫時に、目視で苞皮に包まれているか否か、苞皮を取り除いた後の脱粒の

有無やその程度を観察した。 
その結果、本組換えトウモロコシ及び対照の非組換えトウモロコシのいずれ

も、収穫時の雌穂は苞皮に覆われており、自然条件下での脱粒は確認されなか5 
った。また苞皮を取り除いた後の雌穂も難脱粒性であり、種子の脱粒性におけ

る違いは認められなかった (別添資料 10 の表 4, p14)。 
 

休眠性及び発芽率については、収穫後 15 日目の種子をシャーレ上に静置し、

25oC に設定した恒温器内での発芽個体数を経時的に計測した。 10 
その結果、本組換えトウモロコシと対照の非組換えトウモロコシはいずれも

高い発芽率を示し、その発芽率に統計学的有意差は認められなかった (別添資

料 10 の表 4 及び表 5, p14~15)。本組換えトウモロコシと対照の非組換えトウ

モロコシにおいて休眠性は認められなかった。 
 15 

f 交雑率 
 

日本には交雑可能な近縁野生種は生育していないため、交雑率の試験は行わ

なかった。 
 20 

g 有害物質の産生性 
 

本組換えトウモロコシから土壌微生物或いは植物に影響を与える物質が産生

されていないことを確認するため、土壌微生物相試験、鋤込み試験、後作試験

を行った。その結果、本組換えトウモロコシと対照の非組換えトウモロコシの25 
試験区の間で、土壌微生物の菌数、ハツカダイコンの発芽率及び乾燥重に統計

学的有意差は認められなかった (別添資料 10 の表 6~8, p17)。 
 

3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 
 30 

(1) 使用等の内容 
 

食用又は飼料用に供するための使用、栽培、保管、運搬及び廃棄並びにこれ

らに付随する行為。 
 35 



 33 

(2) 使用等の方法 
 

― 
 

(3) 承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の5 
方法 

 
― 

 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止10 

するための措置 
 

申請書に添付した緊急措置計画書を参照。 
 

(5) 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境15 
での使用等の結果 

 
― 
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(6) 国外における使用等に関する情報 
 
本組換えトウモロコシの国外における申請状況は表 6 (p34) のとおりである。 
 

表 6 本組換えトウモロコシの国外の主要栽培国及び輸入国における申請及び認5 
可状況 

 
 
 
 10 
 

 

【社外秘につき非開示】 

 
 15 
 
 
 
 
 20 
 
なお、本組換えトウモロコシのわが国における申請状況は表 7 (p34) のとお

りである。 
 

表 7 本組換えトウモロコシのわが国における申請及び認可状況 25 
 
 
 
 
 30 

【社外秘につき非開示】 
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第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 14 
 

1 競合における優位性 

 
(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 5 

 
トウモロコシは 1579 年にわが国に導入されて以来、長期間の使用経験があ

るが、これまでトウモロコシが自然条件下で自生した例は報告されていない。 
 
競合における優位性に関わる諸形質 (形態及び生育の特性、生育初期にお10 

ける低温耐性、成体の越冬性、花粉の稔性及びサイズ、種子の生産量、脱粒

性、休眠性及び発芽率) について調査を行った (第一の2-(6)-②-a~e, p30~29)。
その結果、わが国で実施した隔離ほ場試験の調査項目のうち、収穫期の地上

部重において本組換えトウモロコシと対照の非組換えトウモロコシとの間で

統計学的有意差が認められた (別添資料 10 の表 3, p10)。また、米国で実施15 
した花粉の試験の調査項目のうち、花粉の稔性において本組換えトウモロコ

シと対照の非組換えトウモロコシとの間で統計学的有意差が認められた (別
添資料 12 の Table 2, p11)。 

わが国で実施した隔離ほ場試験における収穫期の地上部重の平均値は、本

組換えトウモロコシが 0.72 kg、対照の非組換えトウモロコシが 0.78 kg であり、20 
本組換えトウモロコシの方が低かった (別添資料 10 の表 3, p10)。しかしな

がら、形態及び生育の特性並びに種子の生産量において、収穫期の地上部重

以外の調査項目で有意差が認められなかったことから、収穫期の地上部重で

認められた差異が競合における優位性を高めるものではないと判断された。 
米国で実施した花粉の試験における花粉の稔性の平均値は、本組換えトウ25 

モロコシが 99.7%、対照の非組換えトウモロコシが 98.9%であり、本組換えト

ウモロコシの方が高かった。しかしながら、本組換えトウモロコシ及び対照

の非組換えトウモロコシの値はどちらも高く、その差異は 1%未満であり、本

組換えトウモロコシの値は商業栽培品種 4 品種の平均値の範囲よりわずかに

高い程度であったことから、花粉稔性において認められたこの程度の差が競30 
合における優位性を高めるものではないと判断された。 

本組換えトウモロコシには改変 cp4 epsps 遺伝子が導入されている。改変

cp4 epsps 遺伝子は e35S プロモーターと hsp70 イントロンの組合せ 
(e35S-hsp70) によって制御されているため、本組換えトウモロコシ中の改変

                                                 
14
本項目中で、第一の 2-(6)-②の a～g に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサ

ント株式会社に帰属する 
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CP4 EPSPS 蛋白質は組織特異的な発現様式を示す。本組換えトウモロコシの

改変 CP4 EPSPS 蛋白質は、タペート細胞及び小胞子においては発現しないか、

発現しても微量であるのに対し (別添資料 1 の Figure 1, p3)、栄養組織及び雌

性生殖組織においては除草剤グリホサート耐性を付与するのに十分な量を発

現している (表 3, p24; 別添資料 2 の Table1, p17, Table2, p18 及び Table3, 5 
p19)。しかし、除草剤グリホサートが散布されることが想定されにくい自然

条件下において除草剤グリホサート耐性であることが競合における優位性を

高めるとは考えにくい。 
 
以上のことから、競合における優位性に起因する生物多様性影響を受ける10 

可能性のある野生動植物等は特定されなかった。 
 

(2) 影響の具体的内容の評価 
 

― 15 
 

(3) 影響の生じやすさの評価 
 

― 
 20 

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
 

以上のことから、本組換えトウモロコシは競合における優位性に起因する

生物多様性影響を生ずるおそれはないと判断された。 
 25 

2 有害物質の産生性 
 

(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
 
トウモロコシは 1579 年にわが国に導入されて以来、長期間の使用経験があ30 

るが、これまでトウモロコシにおいて有害物質の産生性は報告されていない。 
 
本組換えトウモロコシと対照の非組換えトウモロコシとの間で、有害物質

の産生性の有無を土壌微生物相試験、鋤込み試験及び後作試験により比較検

討した結果、全ての項目において統計学的有意差は認められなかった (第一35 
の 2-(6)-②-g, p32; 別添資料 10)。 
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本組換えトウモロコシ中では、除草剤グリホサートに耐性を持つ改変 CP4 

EPSPS 蛋白質が発現しているが、本蛋白質は既知アレルゲンと構造的に類似

性のある配列を有さないことが確認されている (第一の 2-(1)-ロ-②, p16)。ま

た、第一の 2-(1)-ロ-③ (p16) に示したように、改変 CP4 EPSPS 蛋白質は芳香5 
族アミノ酸を生合成するためのシキミ酸経路を触媒する酵素蛋白質であるが、

本経路における律速酵素ではなく、EPSPS 活性が増大しても、本経路の最終

産物である芳香族アミノ酸の濃度が高まることはないことが確認されている。

これまでにモンサント･カンパニーが開発した除草剤グリホサート耐性作物 
(トウモロコシ、ダイズ、ナタネ、ワタ、アルファルファ、テンサイ) の食品10 
及び飼料の安全性の評価の過程で、芳香族アミノ酸含有量に対照の非組換え

作物との間で相違のないことが確認されている。したがって、改変 CP4 EPSPS
蛋白質が原因で、本組換えトウモロコシ中に有害物質が産生されるとは考え

にくい。 
 15 
以上のことから、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響を受ける可

能性のある野生動植物等は特定されなかった。 
 

(2) 影響の具体的内容の評価 
 20 

― 
 

(3) 影響の生じやすさの評価 
 

― 25 
 

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
 

以上のことから、本組換えトウモロコシは有害物質の産生性に起因する生

物多様性影響を生ずるおそれはないと判断された。 30 
 

3 交雑性 
 

(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
 35 

トウモロコシの近縁種は Tripsacum 属と Zea 属に分類されるテオシントで
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あるが、トウモロコシと自然交雑可能なのはテオシントのみである。わが国

では、テオシント及び Tripsacum 属の野生種は報告されていない。 
以上のことから、交雑性に起因する生物多様性影響を受ける可能性のある

野生動植物等は特定されなかった。 
 5 

(2) 影響の具体的内容の評価 
 

― 
 

(3) 影響の生じやすさの評価 10 
 

― 
 

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
 15 

 
以上のことから、本組換えトウモロコシは交雑性に起因する生物多様性影

響を生ずるおそれはないと判断された。 
 

4 その他の性質 20 
 

― 
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第三 生物多様性影響の総合的評価 15 
 
競合における優位性：トウモロコシは、わが国において長期間の使用経験

があるが、これまでトウモロコシが自然条件下で自生した例は報告されてい

ない。本組換えトウモロコシと対照の非組換えトウモロコシで競合における5 
優位性に関わる諸形質 (形態及び生育の特性、生育初期における低温耐性、

成体の越冬性、花粉の稔性及びサイズ、種子の生産量、脱粒性、休眠性及び

発芽率) について調査を行った。その結果、わが国で実施した隔離ほ場試験

の調査項目のうち、収穫期の地上部重において本組換えトウモロコシと対照

の非組換えトウモロコシとの間で統計学的有意差が認められた。また、米国10 
で実施した花粉の試験の調査項目のうち、花粉の稔性において本組換えトウ

モロコシと対照の非組換えトウモロコシとの間で統計学的有意差が認められ

た。 
わが国で実施した隔離ほ場試験における収穫期の地上部重の平均値は、本

組換えトウモロコシが 0.72 kg、対照の非組換えトウモロコシが 0.78 kg であ15 
り、本組換えトウモロコシの方が低かった。しかしながら、形態及び生育の

特性並びに種子の生産量において、収穫期の地上部重以外の調査項目で有意

差が認められなかったことから、収穫期の地上部重で認められた差異が競合

における優位性を高めるものではないと判断された。 
米国で実施した花粉の試験における花粉の稔性の平均値は、本組換えトウ20 

モロコシが 99.7%、対照の非組換えトウモロコシが 98.9%であり、本組換えト

ウモロコシの方が高かった。しかしながら、本組換えトウモロコシ及び対照

の非組換えトウモロコシの値はどちらも高く、その差異は 1%未満であり、本

組換えトウモロコシの値は商業栽培品種 4 品種の平均値の範囲よりわずかに

高い程度であったことから、花粉稔性において認められたこの程度の差が競25 
合における優位性を高めるものではないと判断された。 

本組換えトウモロコシには改変 cp4 epsps 遺伝子が導入されている。本組換

えトウモロコシの改変 cp4 epsps遺伝子は e35Sプロモーターと hsp70イントロ

ンの組合せ (e35S-hsp70) によって制御されているため、稔性を有する花粉形

成に関与するタペート細胞及び小胞子では改変 CP4 EPSPS 蛋白質の発現がな30 
いか、発現しても微量であるのに対し、栄養組織及び雌性組織においては除

草剤グリホサート耐性を付与するのに十分な改変 CP4 EPSPS 蛋白質を発現し

ている。しかし、除草剤グリホサートが散布されることが想定されにくい自

然条件下において除草剤グリホサート耐性であることが競合における優位性

                                                 
15
本項目中で、第一の 2-(6)-②の a～g に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサ

ント株式会社に帰属する 
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を高めるとは考えにくい。 
以上のことから、本組換えトウモロコシは競合における優位性に起因する

生物多様性影響を生ずるおそれはないと判断された。 
 
有害物質の産生性：トウモロコシにおいて有害物質の産生性は報告されて5 

おらず、また、わが国で長期間の使用経験がある。本組換えトウモロコシと

対照の非組換えトウモロコシとの間で、有害物質の産生性の有無を土壌微生

物相試験、鋤込み試験及び後作試験により比較検討した結果、統計学的有意

差は認められなかった。 
本組換えトウモロコシ中では、除草剤グリホサートに耐性を持つ改変 CP4 10 

EPSPS 蛋白質が発現しているが、本蛋白質が有害物質であるとする報告はな

く、既知アレルゲンと構造的に類似性のある配列を有さないことが確認され

ている。また、改変 CP4 EPSPS 蛋白質は芳香族アミノ酸を生合成するための

シキミ酸経路を触媒する酵素蛋白質であるが、本経路における律速酵素では

なく、EPSPS 活性が増大しても、本経路の最終産物である芳香族アミノ酸の15 
濃度が高まることはないことが確認されている。これまでにモンサント･カン

パニーが開発した除草剤グリホサート耐性作物 (トウモロコシ、ダイズ、ナ

タネ、ワタ、アルファルファ、テンサイ) の食品及び飼料の安全性の評価の

過程で、芳香族アミノ酸含有量に対照の非組換え作物との間で相違のないこ

とが確認されている。したがって、改変 CP4 EPSPS 蛋白質が原因で、本組換20 
えトウモロコシ中に有害物質が産生されるとは考えにくい。 

 
以上のことから、本組換えトウモロコシは有害物質の産生性に起因する生

物多様性影響を生ずるおそれはないと判断された。 
 25 
交雑性：わが国ではトウモロコシの近縁種であるテオシント及び Tripsacum

属の野生種は報告されていない。このことから、本組換えトウモロコシは交

雑性に起因する生物多様性影響を生ずるおそれはないと判断された。 
 

よって、総合的評価として、本組換えトウモロコシを第一種使用規程に従30 
って使用した場合に生物多様性影響が生ずるおそれはないと結論された。
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緊 急 措 置 計 画 書 
 

平成 23 年 6 月 17 日 
 

氏名 日本モンサント株式会社 5 
 代表取締役社長 山根 精一郎 
住所 東京都中央区銀座四丁目 10 番 10 号 

  
第一種使用規程の承認を申請している除草剤グリホサート誘発性雄性不稔及び除草

剤グリホサート耐性トウモロコシ (改変 cp4 epsps, Zea mays subsp. mays (L.) Iltis) 10 
(MON87427, OECD UI: MON-87427-7) (以下「本組換え体」という。) の第一種使用等に

おいて、生物多様性影響が生ずるおそれがあると、科学的根拠に基づき立証された場合、以

下の措置を執ることとする。 
 
１ 第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 15 
 
日本モンサント株式会社                                    平成 23 年 6 月現在 

 

社内委員 

＊ 
日本モンサント株式会社 代表取締役社長 
東京都中央区銀座四丁目 10 番 10 号 
（電話番号  03-6226-6080） 

 日本モンサント株式会社 農薬規制・環境部 部長 

 日本モンサント株式会社 河内研究農場 農場長 

 日本モンサント株式会社 バイオ規制・環境部 油糧作物担当課長 

 日本モンサント株式会社 バイオ規制・環境部 

 日本モンサント株式会社 バイオ規制・環境部 

 日本モンサント株式会社 バイオ規制・環境部 

 日本モンサント株式会社 バイオ規制・環境部 

＊： 管理責任者 
20 
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２ 第一種使用等の状況の把握の方法 
 

弊社は、モンサント・カンパニーと連絡をとり、種子、穀物生産、収穫物の状況に関し、種子

製造、種子供給、販売、穀物取扱業者など使用の可能性がある関係各者から可能な限り情5 
報収集を行う。 

 
３ 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内 
容を周知するための方法 

 10 
弊社は、モンサント・カンパニーと連絡をとり、生産農家や穀物取扱業者などの取引ルート

へ本組換え体の適切な管理、取扱いなどの生物多様性影響のリスクとその危機管理計画に

ついて情報提供を行う。 

 
４ 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続する 15 
ための具体的な措置の内容 

 
生物多様性影響を生ずるおそれがあると認められた場合、弊社は、モンサント・カンパニ

ーの協力のもと、本組換え体が環境中に放出されないように必要かつ適切な措置をとるとと

もに、環境中に放出された本組換え体は、環境中で生存しないように不活化する。 20 
 

５ 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 
 

弊社は信憑性のある証拠及びデータにより生物多様性影響が生ずる可能性が示唆さ

れた場合、そのことを直ちに農林水産省消費・安全局農産安全管理課及び環境省自然25 
環境局野生生物課に報告する。 

 
 



 50 

除草剤グリホサート誘発性雄性不稔及び 
除草剤グリホサート耐性トウモロコシ 

(改変 cp4 epsps, Zea mays subsp. mays (L.) Iltis) 
(MON87427, OECD UI: MON-87427-7) の別添資料リスト 

 5 
別添資料 1 CP4 EPSPS Immunolocalization Study in MON 87427 (社外秘) 
 
別添資料 2  Assessment of CP4 EPSPS Protein Level in Corn Tissues Collected 

from MON 87427 Produced in U.S. Field Trials During 2008 
(MSL0022370) (社外秘) 10 

別添資料 3 本組換えトウモロコシの作出に用いられた改変 cp4 epsps 遺伝子

から推定した改変 CP4 EPSPS 蛋白質のアミノ酸配列 (社外秘) 

別添資料 4 除草剤グリホサート耐性トウモロコシ NK603 の導入遺伝子地図 
(社外秘) 

別添資料 5  Heritability and Stability of Coding Sequences Present in MON 87427 15 
Across Multiple Generations (RPN-09-275) (社外秘) 

別添資料 6  Molecular Characterization of MON 87427 (MSL0021822) (社外秘) 

別添資料 7  Demonstration of the Presence of CP4 EPSPS Protein in Corn Leaf and 
Seed Samples of MON 87427 Across Multiple Generations by Western 
Blot Analysis (MSL0022026) (社外秘) 20 

別添資料 8 Corn RHS HAM027 Event Specific EndPoint TaqMan PCR 
(BQ-QC-10456-01) (社外秘) 

別添資料 9  MON 87427 Pollen Viability, Total Pollen Number and Anther 
Extrusion 2010 North America (RAR-10-404) (社外秘) 

別添資料 10 除草剤グリホサート誘発性雄性不稔及び除草剤グリホサート耐25 
性トウモロコシ (改変 cp4 epsps, Zea mays subsp. mays (L.) Iltis) 
(MON87427, OECD UI: MON-87427-7) の隔離ほ場における生物

多様性影響評価試験結果報告書 (社外秘) 

別添資料 11 Assessment of the Effect of Cold Stress on the Growth of MON 87427 
Under Growth Chamber Conditions (MSL0022023) (社外秘) 30 
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別添資料 12  Pollen Viability and Morphology Evaluation of MON 87427 in a U.S. 
Field Trial During 2008 (MSL0021913) (社外秘) 
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